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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第70期
第３四半期
連結累計期間

第71期
第３四半期
連結累計期間

第70期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円)
41,991
(13,743)

38,633
(12,685)

54,934

税引前四半期(当期)利益 (百万円) 1,891 1,331 1,695

四半期(当期)利益 (百万円)
1,836
(520)

1,487
(666)

1,738

四半期(当期)包括利益合計 (百万円) 612 762 852

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 24,413 25,022 24,652

総資産額 (百万円) 66,566 68,006 67,586

基本的１株当たり
四半期(当期)利益

(円)
93.57
(26.52)

75.78
(33.97)

88.59

希薄化後１株当たり
四半期(当期)利益

(円) 93.54 75.78 88.59

親会社所有者帰属持分比率 (％) 36.7 36.8 36.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,661 1,606 3,686

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,175 △2,588 △3,047

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,936 △1,559 4,114

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 10,834 10,533 13,236

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．売上高、四半期利益、基本的１株当たり四半期利益の( )内の数字は、四半期連結会計期間に係る当該金額であ

ります。

４．上記指標は、国際会計基準により作成された四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいております。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社グループの事業内容は水晶関連製品の一貫製造とその販売であり、区分すべき事業セグメントが存

在しないため、報告セグメントは単一となっております。なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会

計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間における世界経済を概観しますと、米国では雇用情勢・個人消費などに改

善の兆しもありましたが、欧州における財政・金融不安が深刻化するなど引き続き不透明感の強い展開

となりました。また、中国・インドなど新興国ではインフレ懸念による金融引締めや先進国を中心とした

経済の低迷等の影響から経済成長ペースが鈍化し、タイ洪水によるサプライチェーンへの影響もあり全

体としては景気の先行きに予断を許さない状況が続きました。一方、わが国経済は、東日本大震災の復旧

は順調に進みましたが、世界経済の低迷や円高の定着等から景気回復の減速を余儀なくされました。

このような状況の下、当社グループにおきましては、新製品や高付加価値製品等の拡販・成長市場にお

ける高シェアの獲得に注力するとともに、原価低減・生産体制の再構築等に継続して取り組みました。

対米ドルの為替レートは前年同四半期に比べ約９％の円高となったこともあり、当第３四半期連結累

計期間の売上高は38,633百万円(前年同四半期比8.0％減)となり、営業利益は1,674百万円(前年同四半期

比22.9％減)、税引前四半期利益は1,331百万円(前年同四半期比29.6％減)、四半期利益は1,487百万円(前

年同四半期比19.0％減)となりました。また、円高進行による在外営業活動体の換算差損等により税引後

その他の包括損失が725百万円となり、四半期包括利益合計額は762百万円となりました。

事業の品目別の業績を示すと、次のとおりであります。

①水晶振動子

水晶振動子の販売は、スマートフォン(多機能携帯電話)向けが増加しましたが、フィーチャーフォン

(従来型携帯電話)、パソコン、ＡＶ機器向け等は世界的な景気減速に加え、タイの洪水の影響もあり減

少しました。その結果、売上高は18,629百万円(前年同四半期比13.0％減)となりました。

②水晶機器

水晶機器の販売は、スマートフォンの増加によるデータトラフィック量の増大や東日本大震災の復

興需要もあり携帯電話基地局などの通信インフラ向け水晶発振器は堅調に推移しましたが、世界的な

景気減速の影響により携帯電話向けの水晶発振器は減少しました。その結果、売上高は14,898百万円

(前年同四半期比5.0％減)となりました。

③その他

光学デバイスの販売は、タイの洪水によるデジタルカメラの生産減少の影響があったものの増加し

ましたが、超音波探触子の販売は世界的な景気減速の影響により減少しました。その結果、売上高は

5,105百万円(前年同四半期比4.0％増)となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における資産、負債及び資本の、前連結会計年度末に対する主な増減は以

下のとおりであります。

総資産は、現金及び現金同等物の減少2,702百万円、棚卸資産の増加2,385百万円、有形固定資産の増加

865百万円等により419百万円増加して68,006百万円となりました。負債は、短期借入金の減少650百万円、

長期借入金(１年内返済予定を含む)の減少381百万円、営業債務その他の未払勘定の増加1,696百万円等

により50百万円増加して42,984百万円となりました。親会社の所有者に帰属する持分は、四半期包括利益

合計762百万円、剰余金の配当392百万円等により369百万円増加して25,022百万円となりました。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間末の親会社所有者帰属持分比率は、前連結会計年度末の

36.5％から0.3ポイント上昇して36.8％となりました。

　
(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、プラス要因とし

て、長期借入れによる収入3,500百万円、減価償却費及び償却額2,245百万円があったものの、マイナス要

因として、長期借入金の返済による支出3,887百万円、棚卸資産の増加2,571百万円があったこと等によ

り、前連結会計年度末に比較し2,702百万円減少の10,533百万円(前年同四半期比301百万円のマイナス)

となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結累計期間における営業活動による資金は、マイナス要因として、棚卸資産の増加

2,571百万円等があったものの、プラス要因として、減価償却費及び償却額2,245百万円、営業債務の増加

1,190百万円があったこと等により、1,606百万円のプラス(前年同四半期比54百万円のマイナス)となり

ました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結累計期間における投資活動による資金は、有形固定資産の取得による支出2,411百万

円があったこと等により、2,588百万円のマイナス(前年同四半期比412百万円のマイナス)となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結累計期間における財務活動による資金は、プラス要因として、長期借入れによる収入

3,500百万円があったものの、マイナス要因として、長期借入金の返済による支出3,887百万円、短期借入

金の純減少591百万円があったこと等により、1,559百万円のマイナス(前年同四半期比4,496百万円のマ

イナス)となりました。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は2,001百万円であります。

　
(6) 主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設について、当第３四半期連結累計期間に

著しい変更があったものは、次のとおりであります。

東日本大震災や世界景気減速の影響により水晶デバイスの需要が減少し、生産に余力が生じたことか

ら、これを活用して平準化生産(前倒し生産)を実施したため、既存製品を中心に当面の増産設備投資が不

要となり計画を修正いたしました。これにより、当連結会計年度における当社グループの投資予定額は、

当初計画9,931百万円に対し5,111百万円となる見込みであります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,757,90520,757,905
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 20,757,90520,757,905― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年12月31日 ― 20,757,905 ― 10,649 ― 10,633

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、該当事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年９月30日)基づく株主名簿による記載を

しております。

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 1,128,700

完全議決権株式(その他) 普通株式 19,592,000 195,920 ―

単元未満株式 普通株式 37,205 ― ―

発行済株式総数 　 20,757,905― ―

総株主の議決権 ― 195,920 ―

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式73株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本電波工業株式会社

東京都渋谷区笹塚一丁目
50番１号

1,128,700― 1,128,7005.43

計 ― 1,128,700― 1,128,7005.43

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)第93条の規定により、国際会計基準第34

号「中間財務報告」に準拠して作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１日

から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)

に係る要約四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。

　

EDINET提出書類

日本電波工業株式会社(E01807)

四半期報告書

 7/22



１ 【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

　 　 　 (単位：百万円)

　
注記
番号

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期
連結会計期間末
(平成23年12月31日)

資産の部 　 　 　

流動資産 　 　 　

現金及び現金同等物 　 13,236 10,533

営業債権 　 12,762 12,872

棚卸資産 ※６ 8,962 11,348

未収法人所得税等 　 22 90

デリバティブ資産 　 1 2

その他 　 2,273 2,536

流動資産合計 　 37,259 37,383

非流動資産 　 　 　

有形固定資産 ※７ 25,447 26,312

無形資産 ※７ 1,086 1,037

投資不動産 　 254 254

投資有価証券 　 961 774

繰延税金資産 　 1,481 1,330

その他 　 1,095 912

非流動資産合計 　 30,327 30,623

資産合計 　 67,586 68,006

負債の部 　 　 　

流動負債 　 　 　

短期借入金 　 1,972 1,321

1年内返済予定の長期借入金 　 4,910 5,259

1年内償還予定の新株予約権付社債 　 247 ―

営業債務その他の未払勘定 　 9,331 11,027

和解費用引当金 ※14 312 196

未払法人所得税等 　 313 172

その他 　 636 832

流動負債合計 　 17,724 18,811

非流動負債 　 　 　

長期借入金 　 20,417 19,686

繰延税金負債 　 878 507

従業員給付 　 2,906 2,954

資産除去債務 ※14 57 58

和解費用引当金 ※14 159 129

政府補助金繰延収益 　 259 301

その他 　 530 535

非流動負債合計 　 25,210 24,173

負債合計 　 42,934 42,984

資本の部 　 　 　

親会社の所有者に帰属する持分 　 　 　

資本金 　 10,649 10,649

資本剰余金 ※３ 8,681 8,566

その他の資本の構成要素 　 △3,095 △3,820

利益剰余金 ※３ 8,416 9,626

親会社の所有者に帰属する持分合計 　 24,652 25,022

資本合計 　 24,652 25,022

負債及び資本合計 　 67,586 68,006
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(2) 【要約四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

　 　 　 (単位：百万円)

　
注記
番号

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

売上高 　 41,991 38,633

売上原価 ※６ 32,147 29,346

売上総利益 　 9,843 9,287

販売費及び一般管理費 ※９ 5,691 5,603

研究開発費 　 1,804 2,001

その他の営業収益 ※10 276 245

その他の営業費用 ※10 452 254

営業利益 　 2,171 1,674

金融収益 ※11 45 45

金融費用 ※11 325 388

税引前四半期利益 　 1,891 1,331

法人所得税費用 　 55 △156

四半期利益 　 1,836 1,487

　 　 　 　

その他の包括利益 　 　 　

在外営業活動体の換算損益 　 △1,065 △605

売却可能金融資産の公正価値の変動 　 △272 △162

損益に振り替えられた売却可能金融資産の公正価
値の変動

　 5 18

その他の包括利益に係る法人所得税 　 107 23

税引後その他の包括損失（△） 　 △1,224 △725

四半期包括利益合計 　 612 762

　 　 　 　

四半期利益の帰属 　 　 　

親会社の所有者 　 　 　

継続事業からの四半期利益 　 1,836 1,487

親会社の所有者に帰属する四半期利益 　 1,836 1,487

四半期利益 　 1,836 1,487

　 　 　 　

四半期包括利益合計額の帰属 　 　 　

親会社の所有者に帰属する四半期包括利益 　 612 762

四半期包括利益合計 　 612 762

　 　 　 　

　 　 　 (単位：円)

１株当たり四半期利益 ※12 　 　

基本的１株当たり利益 　 93.57 75.78

希薄化後１株当たり利益 　 93.54 75.78

　 　 　 　

１株当たり四半期利益(継続事業) 　 　 　

基本的１株当たり利益 　 93.57 75.78

希薄化後１株当たり利益 　 93.54 75.78
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【第３四半期連結会計期間】

　 　 　 (単位：百万円)

　
注記
番号

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日)

売上高 　 13,743 12,685

売上原価 　 10,553 9,575

売上総利益 　 3,190 3,110

販売費及び一般管理費 ※９ 1,932 1,848

研究開発費 　 578 673

その他の営業収益 ※10 117 94

その他の営業費用 ※10 108 87

営業利益 　 689 596

金融収益 ※11 22 44

金融費用 ※11 121 89

税引前四半期利益 　 590 551

法人所得税費用 　 69 △114

四半期利益 　 520 666

　 　 　 　

その他の包括利益 　 　 　

在外営業活動体の換算損益 　 △229 187

売却可能金融資産の公正価値の変動 　 13 △0

その他の包括利益に係る法人所得税 　 △5 11

税引後その他の包括利益又は包括損失（△） 　 △222 198

四半期包括利益合計 　 298 865

　 　 　 　

四半期利益の帰属 　 　 　

親会社の所有者 　 　 　

継続事業からの四半期利益 　 520 666

親会社の所有者に帰属する四半期利益 　 520 666

四半期利益 　 520 666

　 　 　 　

四半期包括利益合計額の帰属 　 　 　

親会社の所有者に帰属する四半期包括利益 　 298 865

四半期包括利益合計 　 298 865

　 　 　 　

　 　 　 (単位：円)

１株当たり四半期利益 ※12 　 　

基本的１株当たり利益 　 26.52 33.97

希薄化後１株当たり利益 　 26.47 ―

　 　 　 　

１株当たり四半期利益(継続事業) 　 　 　

基本的１株当たり利益 　 26.52 33.97

希薄化後１株当たり利益 　 26.47 ―
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(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】

(単位：百万円)

　 資本金

資本剰余金

株式払込
剰余金

自己株式
新株予約
権付社債

株式報酬
資本剰余金
合計

平成22年４月１日時点の残高 10,649 11,353 △2,785 1,296 35 9,899

会計方針の変更 ― ― ― △1,217 ― △1,217

遡及適用後の残高 10,649 11,353 △2,785 78 35 8,682

四半期包括利益 　 　 　 　 　 　

四半期利益 　 　 　 　 　 ―

税引後その他の包括損失(△) 　 　 　 　 　 　

在外営業活動体の換算損益 　 　 　 　 　 ―

売却可能金融資産の公正価値の純
変動

　 　 　 　 　 ―

四半期包括利益合計 ― ― ― ― ― ―

所有者との取引額 　 　 　 　 　 　

所有者による拠出及び所有者への分
配

　 　 　 　 　 　

自己株式の変動額 　 　 △0　 　 △0

剰余金の配当 ※８ 　 　 　 　 　 ―

所有者による拠出及び所有者への
分配合計

― ― △0 ― ― △0

所有者との取引額合計 ― ― △0 ― ― △0

平成22年12月31日時点の残高 10,649 11,353 △2,786 78 35 8,682
　

　

その他の資本の構成要素

利益剰余金
親会社の所有者
に帰属する持分

合計
資本合計売却可能

金融資産
在外営業活動
体の換算損益

その他の資本の
構成要素合計

平成22年４月１日時点の残高 240 △2,448 △2,208 5,853 24,193 24,193

会計方針の変更 ― ― ― 1,217 ― ―

遡及適用後の残高 240 △2,448 △2,208 7,070 24,193 24,193

四半期包括利益 　 　 　 　 　 　

四半期利益 　 　 ― 1,836 1,836 1,836

税引後その他の包括損失(△) 　 　 　 　 　 　

在外営業活動体の換算損益 　 △1,065 △1,065　 △1,065 △1,065

売却可能金融資産の公正価値の純
変動

△158　 △158　 △158 △158

四半期包括利益合計 △158 △1,065 △1,224 1,836 612 612

所有者との取引額 　 　 　 　 　 　

所有者による拠出及び所有者への分
配

　 　 　 　 　 　

自己株式の変動額 　 　 ― 　 △0 △0

剰余金の配当 ※８ 　 　 ― △392 △392 △392

所有者による拠出及び所有者への
分配合計

― ― ― △392 △393 △393

所有者との取引額合計 ― ― ― △392 △393 △393

平成22年12月31日時点の残高 81 △3,514 △3,432 8,514 24,413 24,413
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(単位：百万円)

　 資本金

資本剰余金

株式払込
剰余金

自己株式
新株予約
権付社債

株式報酬
資本剰余金
合計

平成23年４月１日時点の残高 10,649 11,353 △2,786 78 35 8,681

四半期包括利益 　 　 　 　 　 　

四半期利益 　 　 　 　 　 ―

税引後その他の包括損失(△) 　 　 　 　 　 　

在外営業活動体の換算損益 　 　 　 　 　 ―

売却可能金融資産の公正価値の純
変動

　 　 　 　 　 ―

四半期包括利益合計 ― ― ― ― ― ―

所有者との取引額 　 　 　 　 　 　

所有者による拠出及び所有者への分
配

　 　 　 　 　 　

自己株式の変動額 　 △0 △0　 　 △0

剰余金の配当 ※８ 　 　 　 　 　 ―

新株予約権付社債の償還 　 　 　 △78　 △78

ストック・オプションの満期消滅 　 　 　 　 △35 △35

所有者による拠出及び所有者への
分配合計

― △0 △0 △78 △35 △115

所有者との取引額合計 ― △0 △0 △78 △35 △115

平成23年12月31日時点の残高 10,649 11,353 △2,786 ― ― 8,566
　

　

その他の資本の構成要素

利益剰余金
親会社の所有者
に帰属する持分

合計
資本合計売却可能

金融資産
在外営業活動
体の換算損益

その他の資本の
構成要素合計

平成23年４月１日時点の残高 88 △3,183 △3,095 8,416 24,652 24,652

四半期包括利益 　 　 　 　 　 　

四半期利益 　 　 ― 1,487 1,487 1,487

税引後その他の包括損失(△) 　 　 　 　 　 　

在外営業活動体の換算損益 　 △605 △605　 △605 △605

売却可能金融資産の公正価値の純
変動

△120　 △120　 △120 △120

四半期包括利益合計 △120 △605 △725 1,487 762 762

所有者との取引額 　 　 　 　 　 　

所有者による拠出及び所有者への分
配

　 　 　 　 　 　

自己株式の変動額 　 　 ― 　 △0 △0

剰余金の配当 ※８ 　 　 ― △392 △392 △392

新株予約権付社債の償還 　 　 ― 78 ― ―

ストック・オプションの満期消滅 　 　 ― 35 ― ―

所有者による拠出及び所有者への
分配合計

― ― ― △277 △393 △393

所有者との取引額合計 ― ― ― △277 △393 △393

平成23年12月31日時点の残高 △31 △3,789 △3,820 9,626 25,022 25,022
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　 　 (単位：百万円)

　
注記
番号

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

税引前四半期利益 　 1,891 1,331

減価償却費及び償却額 　 2,448 2,245

減損損失 　 18 15

和解費用 　 205 20

和解費用引当金戻入額 　 △57 △52

営業債権の増減額（△は増加） 　 △1,210 △429

棚卸資産の増減額（△は増加） 　 △382 △2,571

未収消費税等の増減額（△は増加） 　 137 339

営業債務の増減額（△は減少） 　 35 1,190

受取利息及び受取配当金 　 △28 △42

支払利息 　 238 255

利息及び配当金の受取額 　 27 40

利息の支払額 　 △231 △211

法人所得税等の支払額又は還付額（△は支払） 　 25 △303

和解費用の支払額 　 △932 △88

その他 　 △524 △132

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 1,661 1,606

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

有形固定資産の取得による支出 　 △1,843 △2,411

無形資産の取得による支出 　 △91 △52

投資有価証券その他の資産の取得による支出 　 △483 △953

有形固定資産の売却による収入 　 21 3

政府補助金による収入 　 17 125

投資有価証券その他の資産の売却による収入 　 203 701

その他 　 △0 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △2,175 △2,588

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

長期借入れによる収入 　 11,500 3,500

長期借入金の返済による支出 　 △4,210 △3,887

短期借入金の純増減額（△は減少） 　 △4,023 △591

配当金の支払額 　 △329 △330

新株予約権付社債の償還による支出 　 ― △250

自己株式の純増減額（△は増加） 　 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 2,936 △1,559

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 　 2,421 △2,541

現金及び現金同等物の期首残高 　 8,722 13,236

為替変動による影響 　 △309 △161

現金及び現金同等物の四半期末残高 　 10,834 10,533
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

日本電波工業株式会社は日本国籍の企業であります。当社及び連結子会社(当社グループ)の主な活動

は、水晶デバイスなど水晶関連製品の製造及び販売であります。当第３四半期連結会計期間(平成23年10

月１日から平成23年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月

31日まで)に係る要約四半期連結財務諸表は、全ての当社グループにより構成されております。

　
２．作成の基礎

当社の要約四半期連結財務諸表は、国際会計基準第34号「中間財務報告」に準拠して作成されており、

年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結会計年度(平成22年４月１

日から平成23年３月31日まで)の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

本要約四半期連結財務諸表は、平成24年２月６日に取締役会の承認がなされております。

なお、当社は四半期連結財務諸表規則第１条の２第１項第２号に定める要件を満たしており、同条に定

める特定会社に該当いたします。

　
３．重要な会計方針

本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下に記載する会計方針の変更を除

き、前連結会計年度に係る連結財務諸表において適用した会計方針と同一であります。

(会計方針の変更)

資本剰余金として計上されている「新株予約権付社債」、「株式報酬」のうち、権利行使期限を経過し

たものについては、資本構成のより適正な表示を目的として、第１四半期連結会計期間より利益剰余金に

振り替えております。この会計方針の変更は遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡

及適用後の要約四半期連結財務諸表及び要約連結財務諸表となっております。

この変更により、前年四半期及び前連結会計年度の期首及び期末の資本剰余金は1,217百万円減少し、

利益剰余金は1,217百万円増加しております。また、当第３四半期連結会計期間末の資本剰余金は1,332百

万円減少し、利益剰余金は1,332百万円増加しております。

　
４．見積り及び判断の利用

要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の

金額に影響を及ぼす判断、見積り、仮定を行うことが義務付けられております。実際の業績は、これらの見

積りとは異なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの変更は、見積りが変更され

た会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

本要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える判断及び見積りは、前連結会計年度に係る連

結財務諸表と同様であります。
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５．セグメント情報

(1) 一般情報

当社グループの事業内容は、水晶振動子、水晶発振器等の水晶デバイス、応用機器、人工水晶及び水晶

片等の水晶関連製品の一貫製造とその販売であり、区分すべき事業セグメントが存在しないため、報告

セグメントは単一となっております。
　

(2) 製品及びサービスに関する情報

品目別の売上高は以下のとおりであります。

(単位：百万円)

品目

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

増減

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 増減比(％)

水晶振動子 21,408 51.0 18,629 48.2 △2,778 △13.0

水晶機器 15,674 37.3 14,898 38.6 △776 △5.0

その他 4,908 11.7 5,105 13.2 197 4.0

合計 41,991 100.0 38,633 100.0 △3,357 △8.0
　

(単位：百万円)

品目

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日)

増減

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 増減比(％)

水晶振動子 7,038 51.2 6,411 50.5 △626 △8.9

水晶機器 5,145 37.4 4,873 38.4 △271 △5.3

その他 1,560 11.4 1,400 11.1 △159 △10.3

合計 13,743 100.0 12,685 100.0 △1,058 △7.7

　
６．棚卸資産

　 　 (単位：百万円)

　

前第３四半期
連結累計期間

(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期
連結累計期間

(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

費用として認識された棚卸資産評価損金額 (注) １ 785 858

費用として認識された棚卸資産評価損の戻入金額 (注) １、２ △676 △916

(注) １  評価損及び戻入金額は、売上原価に計上しております。

２  個々の棚卸資産について戻入金額を把握することが困難なため、金額は洗替によっております。

　
７．有形固定資産及び無形資産

(単位：百万円)

　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

有形固定資産 無形資産

期首帳簿価額 25,447 1,086

取得 3,441 56

減価償却費及び償却額 △2,136 △108

減損損失 △15 ―

廃棄 △9 ―

売却 △1 ―

為替換算差額 △389 △0

振替その他 △22 4

期末帳簿価額 26,312 1,037
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８．配当金

前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 196 10.00平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金

平成22年11月５日
取締役会

普通株式 196 10.00平成22年９月30日 平成22年12月６日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 196 10.00平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

平成23年11月７日
取締役会

普通株式 196 10.00平成23年９月30日 平成23年12月５日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
９．販売費及び一般管理費

　 　 (単位：百万円)

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

人件費 2,696 2,752

減価償却費及び償却額 224 192

支払手数料 511 378

発送費 533 489

旅費交通費 247 250

福利厚生費 171 192

賃借料 255 247

広告宣伝費 165 143

その他 886 957

販売費及び一般管理費 計 5,691 5,603
　

　 　 (単位：百万円)

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日)

人件費 954 893

減価償却費及び償却額 71 62

支払手数料 187 126

発送費 161 150

旅費交通費 93 92

福利厚生費 61 59

賃借料 91 80

広告宣伝費 67 52

その他 244 329

販売費及び一般管理費 計 1,932 1,848
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10．その他の営業収益及び営業費用

　 　 (単位：百万円)

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

固定資産売却益 11 3

政府補助金 (注) １ 26 110

和解費用引当金戻入額 57 52

その他の収益 180 79

その他の営業収益 計 276 245

減損損失 18 15

休止固定資産減価償却費 110 68

和解費用 205 20

災害による損失 (注) ２ 84 84

その他の費用 33 64

その他の営業費用 計 452 254
　

　 　 (単位：百万円)

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日)

固定資産売却益 10 1

政府補助金 (注) １ 11 20

和解費用引当金戻入額 47 52

その他の収益 48 21

その他の営業収益 計 117 94

減損損失 14 3

休止固定資産減価償却費 34 16

和解費用 51 1

災害による損失 (注) ２ 5 17

その他の費用 2 47

その他の営業費用 計 108 87

(注) １  主に国又は地方公共団体から受領した従業員の雇用に係る奨励金と、設備投資の実施による補助金及び日

銀の制度融資を利用した低利の借入金による便益を、関連する費用を認識する期間にわたり政府補助金とし

て認識しております。

２  災害による損失は、米国子会社におけるオートクレーブの破裂事故に伴う固定資産の修繕等による損失(前

第３四半期連結累計期間及び前第３四半期連結会計期間)及び東日本大震災による固定資産の修繕等による

損失(当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間)であります。
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11．金融収益及び金融費用

　 　 (単位：百万円)

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

受取利息 9 24

受取配当金 19 18

投資有価証券売却益 10 ―

デリバティブ評価益 5 2

金融収益 計 45 45

支払利息 238 255

為替差損 73 107

投資有価証券評価損 11 ―

ゴルフ会員権評価損 ― 22

デリバティブ評価損 1 2

金融費用 計 325 388
　

　 　 (単位：百万円)

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日)

受取利息 3 9

受取配当金 6 3

為替差益 ― 31

投資有価証券売却益 10 ―

デリバティブ評価益 1 ―

金融収益 計 22 44

支払利息 80 78

為替差損 40 ―

デリバティブ評価損 ― 10

金融費用 計 121 89
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12．１株当たり利益

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

親会社の普通株主に帰属する四半期利益 1,836百万円 1,487百万円

希薄化後１株当たり利益の算定に用いられた四半期利益
調整額

　 　

支払利息(税額相当額控除後) 3百万円 ―

デリバティブ評価損益(税額相当額控除後) 1百万円  ―

希薄化後四半期利益 1,840百万円 1,487百万円

発行済普通株式の加重平均株式数 19,629,814株 19,629,171株

希薄化後１株当たり利益の算定に用いられた普通株式増
加数

　 　

新株予約権付社債による影響 49,830株 ―

希薄化後１株当たり利益の算定に用いられた普通株式の
加重平均株式数

19,679,644株 19,629,171株

基本的１株当たり利益 93.57円 75.78円

希薄化後１株当たり利益 93.54円 75.78円
　

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日)

親会社の普通株主に帰属する四半期利益 520百万円 666百万円

希薄化後１株当たり利益の算定に用いられた四半期利益
調整額

　 　

支払利息(税額相当額控除後) 1百万円 ―

デリバティブ評価損益(税額相当額控除後) △0百万円 ―

希薄化後四半期利益 520百万円 ―

発行済普通株式の加重平均株式数 19,629,770株 19,629,105株

希薄化後１株当たり利益の算定に用いられた普通株式増
加数

　 　

新株予約権付社債による影響 49,830株 ―

希薄化後１株当たり利益の算定に用いられた普通株式の
加重平均株式数

19,679,600株 ―

基本的１株当たり利益 26.52円 33.97円

希薄化後１株当たり利益 26.47円 ―

(注) １  基本的１株当たり利益は、親会社の普通株主に帰属する四半期利益を、四半期連結累計期間又は四半期連結

会計期間中の発行済普通株式の加重平均株式数により除して算出しております。

２  希薄化後１株当たり利益の計算上、普通株主に帰属する四半期利益及び発行済普通株式の加重平均株式数

は、新株予約権付社債の転換による希薄化効果を有する全ての潜在株式の影響を調整しております。

３  当第３四半期連結累計期間においては、新株予約権付社債の転換が１株当たり四半期利益を増加させるた

め、潜在株式は希薄化効果を有しておりません。

４  当第３四半期連結会計期間においては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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13．関連当事者取引

当社の取締役の近親者により支配されている企業との取引は以下のとおりであります。

　 　 (単位：百万円)

取引内容
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

損害保険料の支払い 0 6

(注)  取引価格は独立企業間価格であり、その他の取引条件も一般の取引先と同様であります。なお、上記取引におけ

る未払残高はありません。
　

取締役に対する報酬は以下のとおりであります。

　 　 (単位：百万円)

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

短期従業員給付 (注) 250 289

退職後給付 22 7

合  計 272 297

(注)  短期従業員給付には、使用人兼務取締役の使用人分給与を含んでおります。

　
14．引当金

(単位：百万円)

　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

資産除去債務 和解費用引当金 合計

期首 57 472 530

当期増加額 ― 6 6

目的使用による減少額 ― △101 △101

当期戻入額 ― △52 △52

時の経過による割戻し 0 1 2

為替換算差額 ― △0 △0

期末 58 326 385

　

２ 【その他】

第71期(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)中間配当について、平成23年11月７日開催の取締

役会において、平成23年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決

議いたしました。

① 配当金の総額                            196百万円

② １株当たりの金額                        10円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成23年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年２月６日

日本電波工業株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    浜  田      康    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山  根  洋  人    印

　
　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本
電波工業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23
年12月31日まで)に係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結
包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記につい
て四半期レビューを行った。
　
要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第93条の規定により国際会計
基準第34号「中間財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これ
には、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財
務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号
「中間財務報告」に準拠して、日本電波工業株式会社及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政状態、同
日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結
累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい
て認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  要約四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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